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平成２８年５月２５日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 国家賠償等請求事件 

口頭弁論終結日 平成２８年１月２０日 

 

判     決 

原告         Ｘ 

被告         国 

 

主     文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

被告は、原告に対し、２億４８７５万９１２３円及びこれに対する平成２２

年１２月２４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、原告が被告に対し、以下の金員の支払を求める事案である。 

（１） 相続税の物納申請を取り下げるに当たり、東京国税局の担当職員から、

物納申請を延納申請に変更することができること等の説明をされなかった

ために、同取下げにより生じた延滞税と延納申請に変更した場合に生じる

利子税との差額相当額の損害を被ったとして、国家賠償法１条１項に基づ

き、又は、同取下げは、明白かつ重大な錯誤によるものであって無効であ

り、同取下げにより生じた延滞税と延納申請に変更した場合に生じる利子

税との差額相当額の損失が生じたとして、不当利得返還請求権に基づき、

損害金又は利得金６６５９万２９２３円及びこれに対する不法行為の日又
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は利得の生じた日である平成２２年１２月２４日（納付日）から支払済み

まで民法所定の年５分の割合による遅延損害金又は民法７０４条前段所定

の年５分の割合による利息 

（２） 所得税及び相続税を納付するに当たり、東京国税局の徴収官から過大な

延滞税額を通知されたことにより、合計１億５６１７万円を過大に納付し

たとして、国家賠償法１条１項に基づき、又は、不当利得返還請求権に基

づき、損害金又は利得金１億５６１７万円及びこれに対する不法行為の日

又は利得の生じた日である平成２２年１２月２４日（納付日）から支払済

みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払又は民法７０４条

前段所定の年５分の割合による利息 

（３） 上記（１）及び（２）の被告の不法行為又は不当利得により、本件訴訟

を提起・遂行するために生じた弁護士費用相当額の損害が生じたとして、

国家賠償法１条１項に基づき、弁護士費用２２００万円相当額の損害金及

びこれに対する不法行為の日である平成２２年１２月２４日（納付日）か

ら支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金 

２ 前提事実（争いのない事実又は括弧内挙示の各証拠若しくは弁論の全趣旨に

より認められる事実） 

（１） 当事者等 

ア 原告は、Ａ（以下「Ａ」という。）の子（三男）である。 

イ Ａは、平成元年１１月●日、死亡した。 

ウ Ａの相続人は、Ｂ（長男。以下「Ｂ」という。）、Ｃ（二男。以下「Ｃ」

という。）、原告、Ｄ（長女）、Ｅ（二女）、Ｆ（養子）、Ｇ（養子）

及びＨ（養子）の８人（以下、この８人を併せて「本件相続人ら」とい

う。）であり、本件相続人らがＡの遺産を相続した（以下「本件一次相

続」という。）。 

エ Ｂは、平成１１年１２月●日、死亡した。 
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オ Ｂの相続人は、本件相続人らからＢを除く７人であった（この点、甲

２の記載は不正確である。）が、そのうち原告を除く全員が相続を放棄

した（乙１）ため、原告がＢの遺産を全て相続した（以下「本件二次相

続」という。）。 

（２） 原告がＢの物納申請を承継するまでの経緯 

ア 本件相続人らは、平成２年５月７日、武蔵野税務署長に対し、本件相続

人ら間の同年３月１８日付け及び同年４月付け遺産分割協議書（乙２の

１・２）を添付して、本件一次相続に係る本件相続人らの納付すべき相続

税額の合計を６１億９００５万９４００円とする相続税の申告書（乙３）

を提出した（以下「本件当初申告」という。）。 

イ 原告は、平成２年５月７日、武蔵野税務署長に対し、相続税法（平成４

年３月法律第１６号による改正前のもの。以下同じ。）３９条１項に基づ

き、本件当初申告に係る原告の納付すべき相続税額２８億７６８４万１９

００円の全額について延納を申請する旨の「相続税延納申請書」（乙４）

を提出した（以下「本件一次延納申請」という。）。 

ウ 本件相続人らは、平成２年１２月２６日、武蔵野税務署長に対し、新た

に平成２年付け遺産分割協議書（乙５。以下、この遺産分割協議書による

遺産分割協議と上記（１）の各遺産分割協議書による各遺産分割協議を併

せて「本件遺産分割協議」という。）を添付して、本件当初申告の内容を

修正し、本件一次相続に係る本件相続人らの納付すべき相続税額の合計を

６４億５２１５万６１００円（修正額２億６２０９万６７００円）とする

相続税の修正申告書（乙６）を提出した（以下「本件一次修正申告」とい

う。）。 

エ 原告は、同日、武蔵野税務署長に対し、相続税法３９条１項に基づき、

本件一次修正申告に係る原告の納付すべき相続税額２億３８８７万９５

００円の全額について延納を申請する旨の「相続税延納申請書」（乙７）
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を提出した（以下「本件二次延納申請」という。）。 

なお、乙６及び７においては、本件一次修正申告に係る原告の納付すべ

き相続税額が６８１３万６９００円とされているが、これは、本件一次修

正申告に係る原告の納付すべき相続税額３６億８０３８万６２００円と

本件当初申告に係る原告の納付すべき相続税額３６億１２２４万９３０

０円の差額である。他方、本件一次修正申告においては、納税猶予税額が

本件当初申告に係る納税猶予税額７億３５４０万７４００円から５億６

４６６万４８００円に変更されているところ、これは、本件当初申告に係

る納税猶予税額と本件一次修正申告に係る納税猶予税額との差額である

１億７０７４万２６００円について租税特別措置法７０条の６第１項に

よる納税猶予の適用が受けられなくなったことによるものである。したが

って、本件一次修正申告において原告が新たに納付すべき相続税額は、６

８１３万６９００円に１億７０７４万２６００円を加算した合計２億３

８８７万９５００円となった（乙６・第１表２枚目）。 

オ 武蔵野税務署長は、平成３年８月３０日、本件一次延納申請及び本件二

次延納申請をいずれも許可した（乙８、９）。 

カ 原告は、平成６年４月１８日、武蔵野税務署長に対し、延納によっても

金銭で納付することが困難であるとして、租税特別措置法７０条の１０

（平成７年法律第５５号による改正前のもの）に基づき、本件一次延納申

請に係る相続税の残額２３億１３９６万２０６６円の全額を特例物納対

象税額として特例物納申請する旨の「相続税特例物納申請書」（乙１０）

を提出する（以下「本件特例物納申請」という。）とともに、本件二次延

納申請に係る相続税の残額２億１４５６万８０００円の全額を特例物納

対象税額として特例物納申請する旨の「相続税特例物納申請書」（乙１１）

を提出した。 

キ Ｂ及びＣは、平成５年２月１８日、東京家庭裁判所に対し、本件遺産分



 5 

割協議が本件相続人らの間で合意されたものでないこと等を理由に、原告

を含むその余の相続人らを相手方として、遺産分割調停を申し立て（東京

家庭裁判所平成●●年（○○）第●●号遺産分割事件）、平成６年７月１

日、本件相続人らの間で、原告のＡに係る相続債務の負担額を増加させ、

他の相続人らがその債務負担額の減少に伴う相続税の増加分を負担する

等の条項を内容とする調停（乙１２。以下「本件遺産分割調停」という。）

が成立した。 

ク 本件相続人らは、平成６年８月３０日、武蔵野税務署長に対し、本件遺

産分割調停の各条項に従って、本件一次修正申告の内容を修正した相続税

の修正申告書（甲１、乙１３）を提出した（以下「本件二次修正申告」と

いう。）。 

ケ 原告は、同日、武蔵野税務署長に対し、本件遺産分割調停により原告が

負担する相続債務が増加したことに伴い、本件一次修正申告に係る原告の

納付すべき相続税が７億０９８６万６０００円減額したとして、本件一次

修正申告に係る原告の納付すべき相続税額について更正を求める旨の「相

続税の更正の請求書」（乙１４）を提出した。 

コ Ｂは、同日、武蔵野税務署長に対し、本件二次修正申告に係る同人の納

付すべき相続税額１億０４０９万１５００円（以下「本件相続税」という。）

について、相続税法４２条１項に基づき、別紙物件目録１記載の土地及び

建物（乙１５・別表２）を物納財産として物納申請する旨の「相続税物納

申請書」（乙１６）を提出した（以下「本件物納申請」という。）。 

サ 武蔵野税務署長は、同年９月９日、相続税法４２条５項、４０条１項に

基づき、本件物納申請に係る本件相続税の全額について、同年８月３１日

から本件物納申請に対する許可又は却下（同申請の取下げを含む。）がさ

れるまでの間、その徴収を猶予した（乙１７。以下「本件徴収猶予」とい

う。）。 
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シ 東京国税局長は、同月２９日、本件特例物納申請及び本件物納申請に関

する事務について、国税通則法（以下「通則法」という。）４３条３項に

基づき、武蔵野税務署長から徴収の引継ぎを受け、これらの物納事務につ

いては、同局徴収部納税管理官の物納担当者（以下「国税局物納担当職員」

という。）が所掌することとなった。 

ス 武蔵野税務署長は、同年１１月２８日、上記ケの原告の更正請求に対し、

本件一次修正申告に係る原告の納付すべき相続税を７億０９８６万６０

００円減額し、本件一次相続に係る原告が納付すべき相続税額を２４億０

５８５万５４００円とする相続税の更正を行うとともに、過少申告加算税

及び重加算税の賦課決定をそれぞれ０円に変更するとの決定（乙１８）を

した。これにより、本件二次延納申請に係る相続税の特例物納申請につい

ては、その申請税額２億１４５６万８０００円全額が取り下げられたもの

とみなされることとなった。 

セ 原告は、平成１２年１０月２６日、武蔵野税務署長に対し、本件二次相

続に係る相続税の申告書（甲２）を提出した。 

ソ 東京国税局長は、平成１４年７月９日、原告に対し、Ｂが納付すべき本

件相続税１億０４０９万１５００円の納税義務（本件物納申請に関する税

法上の地位を含む。）について、通則法５条１項（平成１６年１２月法律

第１４７号による改正前のもの。以下同じ。）により、原告に承継された

旨通知した（乙１９）。 

（３） 本件物納申請の取下げ 

原告は、平成１９年９月１８日、東京国税局長に対し、Ｂから承継された

本件物納申請を取り下げる旨の「相続税物納申請（一部）取下書」（甲３）

を提出した（以下「本件取下げ」という。）。 

東京国税局徴収部納税管理官付主査Ｉ（以下「Ｉ主査」という。）は、平

成１７年７月１０日から平成２０年７月９日までの間、東京国税局長が所
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管する相続税物納事務に従事しており、上記期間中、原告の本件物納申請

及び本件特例物納申請に関する事務を担当していた。 

（４） 原告による国税の納付 

ア 東京国税局長は、原告の平成３年分の所得税の確定申告に係る所得税２

億３５６４万１０００円が納期限を経過しても納付されないことから、平

成４年５月２０日、同所得税について通則法４３条３項に基づき、武蔵野

税務署長から徴収の引継ぎを受け、それ以降に納期限を経過した所得税及

び本件一次延納申請に係る延納の分納期限を経過した相続税について、順

次、武蔵野税務署長から徴収の引継ぎを受けた。 

イ 東京国税局徴収部特別国税徴収官付国税徴収官Ｊ（以下「Ｊ徴収官」と

いう。）は、平成２２年１２月１５日、ＫＳＫシステムから同月２４日時

点における相続税及び申告所得税に係る各延滞税額を計算した滞納税金

目録を出力し、原告にこれを送付した。同目録に記載された国税の合計額

は、合計８億０５９４万８２６２円であった。 

ウ 原告は、同月２４日、原告の滞納国税の納付として、８億０５９４万８

２６２円を納付した（甲１５。以下「本件納付」という。）。 

（５） Ｃが滞納していた相続税に係る原告の連帯納付義務 

Ｃを除く本件相続人らは、Ｃが滞納していた本件一次相続に係る別表「合

計」欄記載の各相続税について、相続税法３４条１項に基づき、互いに連

帯納付義務を負っていた。そこで、東京国税局長は、平成２３年２月２日、

原告に対し、納付責任額１５億５４９６万８５５７円を限度として、原告

及びＣを除く本件相続人らと連帯して納付する義務（以下、Ｃが滞納して

いた本件一次相続に係る相続税についての原告の連帯納付義務を「本件連

帯納付義務」という。）がある旨通知する「連帯納付責任のお知らせ」（乙

３９）を送付するとともに、原告が本件二次相続により承継したＢの連帯

納付義務について、納付責任額６億０６２３万７５６１円を限度として、
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原告及びＣを除く本件相続人らと連帯して納付する責任がある旨通知する

「納税義務承継通知書」（甲１７）及び「連帯納付責任のお知らせ」（乙

４０）を送付した（甲１７、乙３９、４０）。 

（６） 過誤納金の充当処分 

ア Ｊ徴収官は、本件納付を受けて、平成２３年１月１７日、通則法６３

条５項（平成２４年３月３１日号外法律第１６号による改正前のもの。以

下同じ。）所定の延滞税の免除事由に該当するか否かを確認し、同項の免

除事由に該当すると判断したため、本件相続税及び各所得税（延滞税免除

通知書（甲１８）に記載された平成１６年分の確定申告及び修正申告、平

成１７年分の確定申告並びに平成１９年分の確定申告に係る各所得税（以

下「本件各所得税」という。）を指す。）に係る各延滞税の免除手続を準

備し、同日、この延滞税の免除を行うため、決議を諮った（甲１８、弁論

の全趣旨）。 

イ 東京国税局徴収部の審理担当者が、平成２３年１月２８日、上記延滞

税の免除について審理したところ、本件相続税について、ＫＳＫシステム

において、その法定納期限の日付が平成２年５月●日であるべきところを

誤って平成２年２月６日と登記されていたこと、通則法６１条１項によれ

ば、期限内申告がされている場合には、法定申告期限から１年を経過する

日の翌日からその修正申告書が提出された日までの期間は延滞税の計算

期間から控除される（以下、計算期間から控除される期間を「除算期間」

という。）べきであるところ、その除算期間の登記がもれていたことが判

明した（弁論の全趣旨）。 

本件納付時における本件相続税に係る延滞税額は、正しくは２億５３２

２万８８００円であり、これを本件納付のうち本件相続税に係る延滞税と

して納付された額２億８０３１万３０００円から差し引くと、２７０８万

４２００円の過誤納金（以下「本件過誤納金」という。）が存在すること
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が判明した。 

ウ Ｊ徴収官は、本件徴収猶予に係る本件相続税については、通則法６３条

４項による期間、差押えに係る本件各所得税及び担保提供に係る本件相続

税については、同条５項による期間において、それぞれの国税に係る延滞

税につき免除計算を行い、本件過誤納金のほか、上記延滞税の免除による

過誤納金として合計１億３３１１万１１００円（以下「本件免除に係る過

誤納金」という。）があることを確認した。本件免除に係る過誤納金の内

訳は、本件相続税の延滞税に係る過誤納金１億２９０８万５８００円（以

下「本件相続税分過誤納金」という。）及び本件各所得税の延滞税に係る

各過誤納金の合計４０２万５３００円（以下「本件各所得税分過誤納金」

という。）であった。 

東京国税局長は、平成２３年３月１４日、原告に対し、上記のとおり、

合計１億３３１１万１１００円の延滞税を免除する（以下「本件延滞税免

除処分」という。）旨の「延滞税免除通知書」（甲１８）を送付した。 

エ 東京国税局長は、同月２８日、通則法５７条１項に基づき、本件各所得

税分過誤納金４０２万５３００円及びこれらに係る各還付加算金合計２

万２９００円の合計４０４万８２００円について、本件連帯納付義務に係

る納付責任額の対当額においてそれぞれ充当する（乙４１の１～４。以下

「本件充当処分１」という。）とともに、本件過誤納金２７０８万４２０

０円、本件相続税分過誤納金１億２９０８万５８００円及びこれらに係る

還付加算金７４万５１００円の合計１億５６９１万５１００円について、

原告の平成２２年分の所得税及び本件連帯納付義務に係る納付責任額の

合計額の対当額においてそれぞれ充当し（甲１９、乙４１の５。以下「本

件充当処分２」といい、本件充当処分２のうち本件相続税分過誤納金及び

これに係る還付加算金について行われた充当処分を「本件充当処分２の

１」という。また、本件充当処分１及び２を併せて「本件各充当処分」と
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いう。）、原告にその旨通知した。 

オ 相続税法３４条は、租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成２４

年法律第１６号）により改正され、本件連帯納付義務については、同法律

附則５７条２項により平成２４年４月１日から原告はこれを負わないこ

とになった。東京国税局長は、同月２日、原告に対し、本件連帯納付義務

が消滅したことを確認した旨の通知を行った（乙４２）。 

カ なお、本件訴訟提起後、本件相続税分過誤納金の額が、正しくは、１億

２９１１万４９００円であることが判明したため、東京国税局長から本件

を引き継いだ武蔵野税務署長は、原告に対し、その差額である過誤納金２

万９１００円及びこれに対する還付加算金２６００円を加算した合計３

万１７００円を還付した。 

（７） 物納制度について 

ア 延納及び物納の制度の概要 

相続税については、納付方法として、金銭で一時に納付する方法以外に、

延納や物納の制度が設けられている。このうち延納の制度は、納税義務者

に納税資金の準備のため、租税の納付の延期を認める制度である。物納の

制度は、納税義務者について納付すべき相続税額を延納によっても金銭で

納付することを困難とする事由がある場合において、納税義務者の申請に

より、原則として、その納付を困難とする金額を限度に、税務署長の許可

を得てその課税価格計算の基礎となった財産を金銭に代えて納付するこ

とを認める制度である。 

イ 物納の制度に関する相続税法の規定 

（ア） 相続税法は、税務署長又は同署長から物納に関する事務の引継ぎを

受けた国税局長（以下「国税局長等」という。）が、納税義務者につ

いて納付すべき相続税額を金銭で納付することを困難とする事由が

ある場合においては、納税義務者の申請により、その納付を困難とす
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る金額を限度として、物納を許可することができ（同法４１条１項）、

納税義務者の課税価格計算の基礎となった財産で同法の施行地にあ

る不動産については、これを物納に充てることができる（同条２項）

と定める。 

（イ） 物納の許可を申請しようとする者は、その物納を求めようとする

相続税の納期限又は納付すべき日までに、政令の定めるところにより、

金銭で納付することを困難とする金額及びその困難とする事由、物納

を求めようとする税額、物納に充てようとする財産の種類及び価額そ

の他必要な事項を記載した申請書を納税地の所轄の税務署長に提出

しなければならず（同法４２条１項）、国税局長等は、前項の規定に

よる申請書の提出があった場合においては、当該申請者及び当該申請

に係る事項について前条の規定に該当するか否かを調査し、その調査

に基づき、当該申請に係る税額の全部又は一部について当該申請を許

可し、又は当該申請を却下する（同条２項）。 

ただし、物納財産は、国が管理又は処分をするのに適当であると認

められるものでなければならず（同条２項ただし書参照）、国税局長

等は、当該申請に係る物納財産が管理又は処分をするのに不適当であ

ると認める場合においては、その変更を求め、当該申請者が物納に充

てようとする財産の種類及び価額その他政令で定める事項を記載し

た申請書を提出するのを待って当該申請の許可又は却下をすること

ができる（同条２項ただし書、同条４項）。 

（ウ） また、物納は、その収納が金銭に代わるもので例外的な納税方法

であるのに対し、延納は、原則的な金銭納付による方法であることか

ら、物納申請から延納申請へ変更することは、物納申請の取下げをし

なくても認められるが、物納申請の取下げまでに延納申請へ変更する

延納申請書が国税局長等に提出されなければ、物納申請から延納申請
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への変更は認められない。 

さらに、物納財産の変更を求められた者は、他の財産をもって物納

に充てようとするときは、その旨の通知を受けた日から２０日以内に、

その物納に充てようとする財産の種類及び価額その他政令で定める

事項を記載した申請書を当該通知をした国税局長等に提出しなけれ

ばならず、当該期間内に申請書の提出がなかった場合においては、そ

の者は、物納の申請を取り下げたものとみなされる（相続税法４２条

４項）。 

したがって、国税局長等から物納財産の変更を求められた場合にお

いては、その物納申請を延納申請へ変更しようとする者は、当該物納

申請の取下げがされたものとみなされる２０日以前にその申請を行

わなければならない。 

（８） 延滞税免除の手続に関する法令の規定等 

ア 通則法６３条４項は、国税に関する法律の規定により国税の徴収を猶

予した場合には、その猶予をした国税に係る延滞税につき、その猶予をし

た期間のうち当該国税の納期限の翌日から２月を経過する日後の期間に

対応する部分の金額の２分の１に相当する金額は免除することを定めて

いる。 

修正申告に係る納付すべき税額について物納申請書の提出がされた場

合、国税局長等がその申請税額の一部又は全額について徴収を猶予したと

き（相続税法４０条１項、４２条５項）のその猶予に係る国税の延滞税は、

通則法６３条４項に基づき、当該物納申請が許可、却下又は取下げ（みな

す取下げを含む。）されるまでの期間において、上記相当額が免除される

こととなる。 

イ 一方、通則法６３条５項は、国税局長等は、滞納に係る国税の全額を徴

収するために必要な財産につき差押えをし、又は納付すべき税額に相当す
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る担保の提供を受けた場合には、その差押え又は担保の提供（以下「差押

え等」という。）に係る国税を計算の基礎とする延滞税につき、その差押

え等がされている期間のうち、当該国税の納期限の翌日から２月を経過す

る日後の期間に対応する部分の金額の２分の１に相当する金額を限度と

して、免除することができることを定めている。 

ウ また、延滞税は、その性質上、その計算の基礎となった国税が完納した

時に初めて具体的な金額が確定するところ、通則法６３条４項及び５項に

おける延滞税免除はいずれも、延滞税額が具体的に確定した時にその手続

が行われることとなる。 

通則法６３条５項による延滞税の免除を行う時期について、平成１２年

１０月３０日付け徴徴３－２「国税通則法第６３条第５項の規定による延

滞税の免除の取扱いについて（法令解釈通達）」（別冊取扱要領の５参照。

乙第４５号証）は、「国税を充足する差押え等に係る国税の本税額の全部

が納付されて、延滞税を徴収しようとする時において行うものとする。（中

略）他の執行機関に交付要求をする場合など、延滞税の徴収に当たり必要

があると認められるときは、延滞税の免除が見込まれる金額についてあら

かじめ免除ができるものとして計算して差し支えない。」と定めている。 

３ 争点及び争点に対する当事者の主張 

（１） 本件取下げに当たり、Ｉ主査に職務上の法的義務違反があったか（争点

１） 

ア 原告の主張 

（ア） Ｉ主査は、以下のとおり、本件取下げの際、原告に対し、①物納申

請を取り下げた場合、法定納期限まで遡って延滞税を納付しなければ

ならないこと、②物納申請に係る財産の他に物納に充てることができ

る適当な財産がない場合は、申出により延納の申請として取り扱うこ

ともできることから、延納を希望する場合には、物納財産の変更を求
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める旨の通知書を受領してから２０日以内に延納申請書を提出する

必要があることを説明すべき職務上の法的義務を負っていた。 

ａ 国税局長等が所管する相続税物納事務を担当する職員は、物納申

請を取り下げる場合と物納申請から延納申請へ変更する場合とで

結論が大きく異なるときには、税負担の公平の観点から、納税者に

対し、物納申請から延納申請へ変更する選択肢について説明をする

信義則上の義務がある。 

原告は、本件取下げ当時、別紙農地目録記載１～７の土地（以下、

同目録記載の土地を、その番号に従い「本件農地１」などという。）

のうち、評価額合計７億５５１０万円を下らない本件農地１、３及

び７を売却又は担保提供することで、延納により本件相続税を納付

できる資力があったため、本件物納申請を取り下げることなく延納

申請に切り替えていれば、これが許可され、多額の延滞税（１億２

４１１万３９００円）ではなく利子税（５７５５万００７７円）の

支払で足りるはずであった。このように、本件は、結果として納税

額に６６５６万３８２３円（１億２４１１万３９００円－５７５５

万００７７円）もの差異が生じた事案であること、Ｉ主査は、この

ように原告に不利益が生ずることを認識しながら、原告に対し、積

極的に物納申請の取下げを指示したこと、また、物納申請から延納

申請に切り替えることの説明をすることに特段の手間を要しない

こと等からして、信義則上、被告において延納申請への変更の機会

を与える法的義務を負う。 

ｂ 納税者の納税義務も被告との一種の契約に基づくものであり、契

約の一方当事者である被告の担当職員は、本件取下げに先立ち、本

件取下げをするか否かに関する判断に影響を及ぼすべき情報を相

手方である原告に提供すべき義務を負う。 
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ｃ 被告は、監督している業者に対して、利用者又は顧客に対して丁

寧な説明をすることを求めているのであるから、被告自らが、納税

者を含む国民に対し、丁寧な説明をすべき義務を負う。 

仮に「相続税の物納の手引き」（平成５年度以降分）が公開され

ており、仮に変更要求通知書が原告に送付されていたとしても、税

の専門家でない者が「本件物納申請を延納申請に変更できること」

を理解することは不可能であって、本件取下げの際、これらの文書

を交付した上で、口頭でその内容を教示しなければ、周知として不

十分である。 

ｄ 物納申請の取下げに関係する制度に関与する国の機関は、当該制

度の周知徹底を図り、窓口における適切な教示等を行う責務を負っ

ている。そして、納税制度が複雑多岐にわたり、一般市民にとって

その内容を的確に理解することには困難が伴うものと認められる

こと、納税制度に関わる国その他の機関の窓口は、一般市民と最も

密接な関わり合いを有し、来訪者から同制度に関する相談や質問を

受けることの多い部署であり、また、来訪者の側でも、具体的な納

税制度の有無や内容等を把握するに当たり、上記窓口における説明

や回答を大きな拠り所とすることが多いものと考えられることに

照らすと、窓口の担当者においては、条理に基づき、来訪者に対す

る指導の経緯、来訪者の具体的な相談等の内容、立場等に応じて何

らかの制度を利用することができる可能性があると考えられると

きは、納税者がその機会を失うことがないよう、相談内容等に関連

すると思われる制度について適切な教示を行い、また、必要に応じ、

不明な部分につき更に事情を聴取し、あるいは資料の追完を求める

などして該当する制度の特定に努めるべき職務上の法的義務（教示

義務）を負う。そして、Ｉ主査は、以下の事実からすると、条理上、
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本件取下げの際、原告に対し、上記内容の職務上の法的義務を負っ

ていた。 

（ａ） Ｉ主査は、平成１９年９月頃、原告に対し、本件物納申請を

取り下げるよう強い指導、勧告をした。 

原告は、当時、本件物納申請に係る物納財産がいかなる不動

産であるかを知らされておらず、Ｉ主査からの本件物納申請の

物件が全てなくなったとの説明を信じるほかない状況にあっ

た。 

（ｂ） Ｉ主査は、延納申請に切り替えることが出来る制度を熟知し

ており、その説明は容易であった。 

（ｃ） Ｉ主査は、本件農地１、３及び７を原告が所有しており、上

記各農地の被担保債権である納税猶予税額５億４０９５万９

９００円が平成２２年５月６日に免除されることが確実であ

ること、原告において、上記各農地について申告書の提出期限

から農業を２０年間継続できない客観的な事情は何もないこ

とを熟知していた。 

（イ） 本件物納申請が行われた平成６年当時の「相続税の物納の手引（平

成５年度分以降）」による広報や本件変更要求通知書（乙２０）の送

付（なお、原告は受領した記憶がない。）が平成１９年の本件取下げ

の説明として足りるべくもなく、何よりも、その説明を要する人物が

目の前にいるにもかかわらず、その説明をしないことに何の合理的な

理由もない。 

（ウ） しかし、Ｉ主査は、本件取下げの際、原告に対し、物納申請を取り

下げた場合に法定納期限まで遡って延滞税を納付しなければならな

いという不利益や、同時点で延納申請に切り替えて一括納付をすれば

延滞税ではなく利子税の支払で足りる可能性があること、原告が延納
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申請をした場合に認められない理由について説明せず、本件取下げを

して延納申請をしても認められない事情があるか否かを聴取するこ

ともしないまま、本件取下げをさせ、上記義務に違反した。 

イ 被告の主張 

（ア） 原告においても、本件物納申請を取り下げれば、本件物納申請がな

かったものとなり、法律上の規定に従って延滞税が発生することは明

らかであるから、Ｉ主査には、本件取下げに当たり、本件物納申請を

取り下げた場合に、法定納期限に遡って延滞税を納付しなければなら

なくなることを説明する職務上の法的義務はない。 

（イ） Ｉ主査は、本件取下げに当たり、以下のとおり、本件物納申請を延

納申請に変更できることについて説明すべき職務上の法的義務を負

っておらず、職務上の法的義務違反はない。 

ａ 物納申請があった場合において、国税局長等が行うべき手続につ

いて規定した相続税法及びその他の税法を見ても、国税局長等が物

納申請を行った納税者に対し、当該申請を延納申請に変更すること

ができる旨を説明又は教示しなければならないことを定めている

規定はない。納税者は、具体的に確定した納税義務について、自ら

の責任と判断においてこれを履行しなければならないのであり、本

件取下げに当たっても、国税局長等が所管する相続税物納事務を担

当する職員において延納申請への変更も含め、いかなる方法を採り

得るかを具体的に教示しなければならない義務を負わない。 

ｂ 相続税法４２条１項の規定に従って納税者から物納申請がされ

た場合、国税局長等は、同法４１条の規定の該当事由や同法４２条

２項ただし書に該当するか否か等の調査をし、その調査に基づいて

当該申請を許可又は却下する旨の判断を行い、当該申請に係る物納

財産が管理又は処分をするのに不適当であると認める場合には、当
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該申請者にその変更を求め、その変更を待って当該申請を許可又は

却下することができると定められている。このような相続税法の規

定を踏まえると、納税者から物納申請がされた場合においては、当

該申請に係る物納財産が管理又は処分をするのに不適当であった

としても、国税局長等（及び国税局長等が所管する相続税物納事務

を担当する職員）は、少なくとも、その申請者に当該財産につき変

更要求を行えば足りるのであって、当該申請者に対し、延納申請に

変更できることを事前に説明すべき義務を負っていない。 

ｃ 私法上の債務の内容は両当事者の合意によって定まるのに対し、

納税義務の内容は、専ら法律の規定によって定まるのであり、その

ことは納税義務の履行についても同様であることからすると、被告

において、原告に対し、本件物納申請を取り下げることの不利益や

延納申請に切り替えることができること等を説明すべき義務はな

い。 

ｄ 物納申請から延納申請への変更ができることは、相続税法におい

て定められているものではなく、実務上の取扱いとして認められて

いたにすぎないこと、本件においては、物納申請から延納申請に変

更したとしても、原告には１回目の分納期限までに分納税額を金銭

で納付することができる見込みはなかったことからすると、Ｉ主査

において延納申請への変更が可能であることを説明しなければな

らない必要性を基礎づけるような状況はおよそ存在しなかった。 

仮に原告が本件取下げに代えて延納申請に変更する手続を採っ

たとしても、本件取下げの時点において、本件農地１～３及び６は、

いずれも納税猶予の担保として供されており、延納の担保としては

不適格な財産であり、原告は、延納により本件相続税を納付する資

力を有しておらず、延納申請が却下される状況にあったから、上記
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各農地が売却又は担保提供することができる財産としての価値を

有することを前提とする原告の主張は、その前提を誤っている。 

なお、本件取下げ当時、本件農地１～３及び６に設定された抵当

権の被担保債権の額は、納税猶予税額５億４０９５万９９００円及

びこれに係る利子税５億０３３５万１７００円の合計１０億４４

３１万１６００円となっていたのに対し、上記各農地の見積評価額

は、６億０１８６万６６４９円にとどまっており、上記被担保債権

額を大幅に下回っていた。加えて、仮にこれらの土地を譲渡した場

合には、上記猶予税額の全額について猶予期限が確定し、上記猶予

税額及び利子税を完納しなければならなかったのであり、これらの

土地を売却したところで延納により本件相続税を納付できる資力

はなかった。したがって、本件取下げ当時「本件物納申請を延納申

請に変更しても、これが認められる可能性がなかったことに変わり

はない。 

（ウ） 国税局長等は、本件物納申請が行われた平成６年当時、相続税の

物納手続について、「相続税の物納の手引（平成５年度以降分）」に

より、周知・広報を行っており、同手引により、物納申請後に、物納

財産の変更を求められ、他に適当な物納財産を有しない場合、延納申

請への変更ができることは広く周知され、原告においても、そのこと

は容易に知り得た。 

また、国税局物納担当職員は、平成１６年３月２９日、本件物納申

請について物納財産の変更を要求する旨の相続税物納財産変更要求

通知書（乙２０。以下「本件変更要求通知書」という。）を送付して

おり、本件変更要求通知書をもって、①物納に充てることができる適

当な財産がないときは、原告の申出により延納申請として取り扱うこ

とができること、②①を希望する場合には、当該通知を受けた日から
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２０日以内に延納申請書を提出しなければならないことを告げてい

た。 

このように、原告が本件取下げをする以前に、本件物納申請を延納

申請に変更することができることについては、説明が尽くされており、

Ｉ主査が、原告に対して改めて口頭で説明する必要もなく、同義務を

負っていたとはいえない。 

（２） 本件取下げによる原告の損害及び相当因果関係の有無（争点２） 

ア 原告の主張 

（ア） 原告は、上記（１）ア記載のＩ主査の義務違反により、延納申請を

することなく本件取下げをし、平成６年相続税について２億５３２２

万８８００円の延滞税の支払を余儀なくされた。ただし、このうち１

億２９０８万５８００円（実際の免除額は、１億２９０８万５７６３

円（甲１８）であるが、免除後の金額（１億２４１４万３０３７円）

につき、通則法１１９条４項の規定により１００円未満を切り捨てる

ため、免除前の金額（２億５３２２万８８００円）から免除後の金額

（１億２４１４万３０００円）を差し引くと、１億２９０８万５８０

０円となる。）については、後記のＪ徴収官による不法行為によって

誤納させられたものであり、別途損害賠償又は不当利得返還を請求す

るため、本件取下げによる損害としては、１億２４１４万３０００円

のみを主張する。そして、東京国税局長は、平成２６年４月９日、本

件相続税に係る本件徴収猶予の期間を平成６年１０月３１日から平

成１９年９月１８日までとして延滞税の免除計算を行ったところ、更

に過誤納金２万９０８８円が発生したことから、延滞税の免除処分を

行ったため、原告が納付すべき延滞税免除後の金額は、１億２４１１

万３９００円（通則法１１９条４項の規定による端数処理後の金額）

となる。 
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他方、Ｉ主査が原告に対する説明義務を尽くしていれば、原告は、

本件物納申請を取り下げる前に、延納申請に切り替えた上で、Ｂ分の

納税額である１億０４０９万１５００円を、原告が所有していた本件

農地１、３及び７の売却により一括納付し、上記延納申請に係る相続

税の納期限（平成６年８月３０日）から納付日（平成１９年９月３０

日）までの利子税合計５７５５万００７７円の支払を行えば足りたこ

とになる。 

したがって、本件取下げにより原告が支払うこととなった延滞税額１

億２４１１万３９００円から延納申請に切り替えた場合に支払義務を

負うこととなる５７５５万００７７円を控除した６６５６万３８２３

円が原告の損害となる。 

（イ） また、仮に、原告が本件物納申請を取り下げなかったとしても、

東京国税局長が本件物納申請を却下していたと想定される場合であ

っても、物納申請の取下げの場合には、納税者は、即時、物納申請時

からの延滞税を支払う義務が生じるのに対し、物納申請が却下される

場合には、申請者は物納申請を却下する旨の通知書を受領した日から

２０日以内に延納申請に変更することができる。したがって、本件物

納申請が却下されると想定されていたとしても、原告は、Ｉ主査の説

明義務違反により、却下する旨の通知書を受領した日から２０日以内

に延納申請をする機会を奪われ、同期間内に延納申請をすることがで

きず、上記（ア）と同様の損害を被った。 

イ 被告の主張 

争う。 

（ア） 本件取下げに当たり、本件物納申請を延納申請に変更するか否か

は、原告の責任と判断において決すべきことであるから、本件物納

申請を延納申請に変更しなかったのは、原告自身の判断によるもの
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であって、本件取下げに当たってのＩ主査の職務行為との間に相当

因果関係はない。 

（イ） 原告の上記（１）イの主張は、相続税法及びその他の税法におい

て、物納申請の却下がされた場合に、本件物納申請を却下する旨の通

知書を受領した日から２０日以内に延納申請に変更できることを定

めた規定が存在しないため、法的根拠を欠き、失当である。 

なお、平成１８年３月３１日法律第１０号による改正後の相続税法

４４条１項は、「税務署長は、第四十一条第一項の規定による申請が

あつた場合において、延納により金銭で納付することを困難とする事

由がないと認めたことから第四十二条第二項の規定により物納の申

請の却下をしたとき（中略）は、これらの却下に係る相続税額につき、

これらの却下の日の翌日から起算して二十日以内にされた当該申請

者の申請により、当該相続税額のうち金銭で一時に納付することを困

難とする金額として政令で定める額を限度として、延納の許可をする

ことができる。」と規定するが、同改正の施行日以前の相続である本

件一次相続及び本件二次相続には適用されない。 

また、実務上も本件物納申請のように、物納に充てるには不適当な

財産を物納の対象とする申請については、却下後に延納申請への変更

を認める取扱いをしていない。 

（３） 本件取下げが錯誤により無効であることを理由とする不当利得返還請求

の成否（争点３） 

ア 原告の主張 

（ア） 本件取下げは、私人の公法行為であるところ、客観的に明白かつ重

大であって、税法の定めた方法以外にその是正を許さないならば、納

税義務者の利益を著しく害すると認められる特段の事情がある場合

には、錯誤無効を主張することができる。 
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原告は、本件取下げにより、利子税ではなく高額の延滞税を支払わ

なければならない立場になったこと、延納申請をすることにより上記

延滞税でなく利子税の支払で済むことを知らずに本件取下げをした

のであり、このような結果は誰しも望むものではないことが明白であ

ることから、上記錯誤は客観的に明白かつ重大である。そして、本件

取下げ是正のための救済方法については、関係法規に規定がなく、こ

の点の是正を許さないとすれば、納税義務者たる原告の利益を著しく

害すると認められる特段の事情がある。 

（イ） 原告は、本件取下げ時、Ｂがどの不動産を物納申請したかを知らさ

れておらず、本件物納申請に充てることができる物件が実際には存在

していたことを知らずに、Ｉ主査から本件物納申請を取り下げるよう

強く勧められて本件取下げを行ったのであり、本件取下げには動機の

錯誤があり、無効である。 

仮に、本件取下げ時には、本件物納申請に充てる物件が全てなく

なっていた場合、原告において本件物納申請を取り下げなければなら

ない義務もない。にもかかわらず、原告はＩ主査から本件物納申請を

取り下げるよう強く指示され、本件物納申請を取り下げなければなら

ないと誤信して本件取下げを行ったのであり、本件取下げには動機の

錯誤があり無効である。 

（ウ） 以上によれば、本件取下げは錯誤によって無効であり、被告の利得

の下に原告は、上記２（１）のとおり、６６５６万３８２３円の損失

を被っている。 

イ 被告の主張 

（ア） 本件取下げは、私人の公法行為であり、税法所定の手続に基づき、

租税法律関係の早期安定を図る必要があることからすると、その錯誤

が客観的に明白かつ重大であって、税法の定めた方法以外にその是正
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を許さないならば、納税義務者の利益を著しく害すると認められる特

段の事情がある場合でなければ、法定の方法によらないで本件取下げ

の錯誤を主張することは許されない。 

原告は、本件取下げ当時、本件物納申請に係る物納財産として、本

件二次相続により原告がＢの遺産として相続した不動産がいずれも

適当でなく、原告が本件一次相続により取得した財産を上記物納財産

に充てることもできないため、いずれ本件物納申請が却下されるべき

ものであったことを認識していた。このような状況の下、原告は本件

取下げ以前に、本件物納申請を延納申請に変更できることを認識した

上で、原告の責任と判断において、本件物納申請を延納申請に変更し

ないまま本件取下げを行ったのであり、上記特段の事情は存在しない。 

（イ） 原告は、租税や法律の専門家である税理士又は弁護士を通じて、本

件物納申請以外でも延納申請や特例物納申請を行っており、これらの

専門家から本件物納申請についても説明を受けることができた。また、

Ｉ主査は、Ａの相続税に関する一連の物納手続の処理に当たっては、

各相続人の財産に係る処理状況をまとめた資料を適時に更新して作

成し、原告との面接においては、この資料を提示して説明していた。 

本件物納申請に係る物納に充てることができる財産は、本件一次相

続によりＢが相続した財産に限られるところ、同財産の中に物納財産

として適する財産が存在しなかったことは明らかであり、原告も、上

記専門家の関与やＩ主査からの説明により、そのことを認識していた。

したがって、原告には、明白な錯誤はない。 

（ウ） さらに、原告は、本件取下げ当時、本件物納申請を延納申請に変更

しても、延納により本件相続税を納付できるだけの資力を有していな

かったのであるから、本件物納申請は、原告がこれを取り下げるか、

東京国税局長がこれを却下するほかなかった。したがって、原告には、
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重大な錯誤もない。 

（エ） 原告の損失及び被告の利得についても争う。 

原告は、本件取下げにより本件相続税に係る延滞税を納付しなけれ

ばならない立場になったが、他方で、本件物納申請に係る物納財産を

原告自らの特例物納申請における特例物納財産に代えることができ

たという利益を得ている。 

（４） 本件納付に当たり、本件相続税に係る延滞税額を通知したＪ徴収官に職

務上の法的義務違反があるか（争点４） 

ア 原告の主張 

（ア） Ｊ徴収官は、国税徴収を業務として行う公務員として納税者に対

し、納税金額を正確に計算して通知する義務を負っていたにもかかわ

らず、平成２２年１２月１５日、原告に対し、法定納期限の日付を誤

り、かつ、除算期間を考慮せずに算入した結果、誤った納税金額を記

載した滞納税金目録を送付し、上記義務に違反した。 

仮に、Ｊ徴収官に税額を通知すべき法的義務がないとしても、納税

者に納税すべき税額を通知する場合には、正確な金額を示さなければ

ならないことは当然の義務であり、Ｊ徴収官が、上記のとおり、原告

に対し誤った納税金額を通知したことは、義務違反となる。 

（イ） 延滞税の免除を予定している場合の手続としては、本税部分を完

納させ、その後に延滞税を徴収することを原則とし、この延滞税を徴

収する際に免除を行うこととなっているが、例外的に、本税と延滞税

及び利子税を同時に徴収する場合においては、その本税部分が国税徴

収法（以下「徴収法」という。）等の規定により完納することが確実

であると見込まれる場合には、延滞税の免除が見込まれる金額につい

てあらかじめ免除すべきであり、このような場合にあらかじめ延滞税

を免除することなく、滞納税金目録を作成して納税者に通知すること
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は、納税者に対する職務上の法的義務に違反する。 

本件は、原告が相続税の本税、利子税及び延滞税を納付した平成２

２年１２月２４日に被告が全ての差押え及び担保を解除しているこ

とからして、本税部分が徴収法等の規定によって完納することが確実

であると見込まれる場合に該当するため、Ｊ徴収官は、本税、利子税

及び延滞税を徴収しようとした時点で、あらかじめ延滞税の免除をす

べき義務を負っていた。 

仮に、延滞税を免除することが「できる」にとどまるとしても、税

負担の公平の観点等から被告の自由裁量とはなり得ず、あらかじめ免

除しない合理的な根拠がない限り免除する義務があると解される。本

件においては、上記のとおり、本税部分が徴収法等の規定によって完

納することが確実であると見込まれていたから、Ｊ徴収官があらかじ

め延滞税の免除をしない合理的な根拠はなく、Ｊ徴収官は、延滞税の

免除をした上で、原告に対し、滞納税金目録を送付すべき義務を負っ

ていた。 

ところが、Ｊ徴収官は、平成２２年１２月１５日、原告に対し、あ

らかじめ延滞税を免除することなく、納税金額を算出した滞納税金目

録を送付した。 

イ 被告の主張 

（ア） 申告納税方式による国税の場合、納税者が各税法の規定に従って

その納付すべき税額を自主的に計算し、これを申告して納付すること、

その国税につき納期限を経過して納付するときも同様に納税者が通

則法等の規定に従って延滞税額を自主的に計算してこれを納付する

こと、修正申告により納付すべき税額がある場合にも、その税額の納

付に併せてそれに係る延滞税も納付しなければならないこと等の延

滞税の納付方式に鑑みれば、国税徴収官に、納税者に納付すべき延滞
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税額を通知すべき法的義務はない。 

（イ） 延滞税額を通知する行為は、延滞税の納付義務があることを知ら

しめるための事実行為にすぎず、納税者の権利義務や法律上の地位に

直接かつ具体的な影響を及ぼすものではなく、指導的な要素も含まれ

ず、それに応ずるか否かは国民の自由な意思によるものである。加え

て、滞納税金目録は、納税者から納付すべき税額の照会があった場合

などに、その金額の目安として連絡（通知）又は送付するために使用

されているにすぎず、その税額の適否について確認するための決裁を

諮ることも要しないものである。以上で述べたことからすれば、Ｊ徴

収官が通知した延滞税額に誤りがあったとしても、これをもって、Ｊ

徴収官の行為に職務上の法的義務違反があったと解することはでき

ない。 

（ウ） Ｊ徴収官の上記行為のうち延滞税についてあらかじめ免除する計

算をせずに延滞税額を通知した行為について 

延滞税の免除は、その計算の基礎となる国税の全部が完納されて具

体的な延滞税額が確定した後でなければ、その手続を行うことができ

ず、あらかじめ延滞税を免除することができる場合は、その完納が徴

収法等の規定によって確実であると見込まれるときに限られること

から、単に納税者が通則法６３条５項に基づく差押え等に係る国税の

本税部分を完納させたという事情だけでは、あらかじめ延滞税の免除

を行うことはできないこと、国税局長等が差押え等に係る財産の価額

について調査するなどした上で、通則法６３条５項に基づく延滞税の

免除の可否が決まること、滞納税金目録は、免除手続後の延滞税額ま

でをも計算して表示することを前提として作成されたものでないこ

とからすると、Ｊ徴収官が、延滞税の免除手続を行う前に、免除手続

前の延滞税額を通知したとしても、そのことをもって、職務上の法的
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義務に違背したということはできない。 

（５） 本件納付による原告の損害及びこれとＪ徴収官の行為との相当因果関係

の有無（争点５） 

ア 原告の主張 

（ア） 原告は、上記（４）ア記載のＪ徴収官の義務違反により、本件納付

を行い、その結果、本件過誤納金（２７０８万４２００円）及び本件

免除に係る各過誤納金（合計１億３３１１万１１００円）が生じた。

これらの過誤納金について、原告の本件連帯納付義務と対当額で充当

する旨の本件各充当処分がされたが、以下のとおり、本件各充当処分

は無効であるから、原告には、本件過誤納金及び本件免除に係る各過

誤納金相当額の損害が生じている。 

（イ） 本件各充当処分が民法５０９条の準用又は類推適用により許され

ず、無効であること 

通則法の充当の場合にも民法５０９条の準用又は類推適用が認め

られないとすると、公務員の不法行為について被害者が現実の弁済に

よる損害の塡補を受けることができない場合が生じ、また、不法行為

の誘発を防止することが困難となるから、本件各充当処分には民法５

０９条が準用又は類推適用される。 

本件過誤納金及び本件免除に係る各過誤納金は、Ｊ徴収官による不

法行為により生じた損害であり、原告は被告に対し、国家賠償法１条

１項に基づき同額の損害賠償請求権を有していたのであるから、これ

を原告の本件連帯納付義務と対当額で充当することは、実質的に損害

賠償請求権を受働債権とした相殺を行うこととなり、許されない（民

法５０９条の準用又は類推適用）。 

（ウ） 本件各充当処分が信義則に反し無効であること 

ａ 租税法規に適合する課税処分であっても、租税法規の適用におけ
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る納税者間の平等公平という要請を犠牲にしてもなお当該課税処

分に係る課税を免れしめて納税者の信頼を保護しなければ正義に

反するといえるような特別の事情が存すれば、信義則の法理の適用

により、課税処分の違法無効を考え得る。上記特別の事情が存在す

るには、少なくとも、税務官庁が納税者に対し信頼の対象となる公

的見解を表示し、納税者がその表示を信頼しその信頼に基づいて行

動したところ、上記表示に反する課税処分が行われ、そのために納

税者が経済的不利益を受け、また納税者が税務官庁の上記表示を信

頼しその信頼に基づいて行動したことについて納税者の責めに帰

すべき事由がないことを要する。 

ｂ Ｊ徴収官が原告に対して公売予告通知書とともに滞納税金目録

を送付したことは、原告に対する公的見解の表示であり、原告は、

これを信頼して本件納付を行ったところ、同滞納税金目録に記載さ

れた延滞税額が過大であったために、本件過誤納金及び本件免除に

係る過誤納金が発生し、これらについて本件各充当処分が行われ、

当時、法改正により消滅することが見込まれていた原告の本件連帯

納付義務に充当されたことにより、経済的不利益を受けた。本件納

付をしたことについて原告の責めに帰すべき事由は何もなく、また、

原告の本件連帯納付義務は、法改正により消滅することが見込まれ

ていたのであって、本件各充当処分を無効としても、納税者間の公

平を害するとはいえない。 

したがって、本件各充当処分には信義則が適用され、信義則に反す

る場合には無効となり得る。 

（エ） 連帯納付義務については、従前から、合理的な理由に乏しく、徴税

の便宜の為の制度としか言いようがないとの批判があり、平成１８年

２月１６日には、日本弁護士連合会が、連帯納付義務制度の廃止を求



 30 

める意見書を公表し、被告も、平成２０年６月２０日当時、連帯納付

義務（相続税法３４条）が、各相続人が取得した財産に対してそれぞ

れ独立に課税される遺産取得課税方式の下で連帯納付義務の制度を

組むことは理論的に難しいとの指摘を把握し、現行の法定相続分課税

方式から遺産取得税方式に変更する場合、連帯納付義務を存続させる

ためには、別の観点からの根拠・必要性を提示することが求められる

こととなると認識していた。日本税理士会連合会は、同月２６日、平

成２１年６月２５日、平成２２年６月２４日、平成２３年６月２９日

に相続税の連帯納付義務制度を廃止することをそれぞれ建議し、平成

２３年１２月１０日、連帯納付義務を廃止する法改正に係る閣議決定

がされた。 

以上の経緯によれば、被告において連帯納付義務を廃止する法改正

がされることは、遅くとも平成２１年６月１６日までに認識していた

ものといえる。そうすると、被告は、近々、連帯納付義務消滅に係る

法改正が見込まれることを認識しつつ、原告に対する徴税を強化し、

本件納付をさせた上で、本件各充当処分を行ったのであり、このよう

な処分は信義則に反し、無効である。 

イ 被告の主張 

（ア） 原告には、本件納付により本件過誤納金及び本件免除に係る各過

誤納金が生じているが、以下のとおり、通則法の規定に従って適法に

された本件各充当処分により、上記両過誤納金と対当額で原告の所得

税及び本件連帯納付義務に係る納付責任額が減少するという利益を

受けており、原告に損害はない。 

ａ 東京国税局長は、平成２３年３月１４日当時、原告に還付すべき

本件過誤納金及び本件免除に係る各過誤納金の合計１億６０１９

万５３００円にこれらの還付加算金合計７６万８０００円を加算
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した合計１億６０９６万３３００円があった一方で、同日時点で、

原告が納付すべき平成２２年分の所得税及び本件連帯納付義務に

より原告が納付すべき連帯納付責任額が存在し、充当適状にあった

ことから、これらを対当額で手続を行うべく、同月２８日に本件各

充当処分を行ったものである。通則法５７条１項は、還付を受ける

べき者につき納付すべきこととなっている国税があるときは、還付

に代えて、還付金等をその国税に充当しなければならないと定めて

いるところ、本件各充当処分は通則法の規定に従って適法に行われ

たものであり、有効である。 

ｂ 本件各充当処分は、通則法５７条１項の規定に基づくものであり、

国税局長等が行う一方的な行為で納税者側の反対の意思表示が認

められない点、国税局長等は同一の納税者につき還付金等と納付す

べき国税が充当適状にあるときは、これら対当額において充当をし

なければならないとされている点等において、民法上の相殺とは別

の制度であり、相殺に関する民法５０９条を準用又は類推適用する

余地はない。また、そもそも、原告は被告に対し不法行為により生

じた債権を有していない。 

（イ） 原告が主張の前提としている最高裁判所昭和６２年１０月３０日

第三小法廷判決（訟務月報３４巻４号８５３頁）は、滞納税金目録を

もって通知したＪ徴収官の行為が税務官庁の公的見解を表示したも

のとはいえないこと、充当処分は充当適状にあれば法律上当然に行わ

れるものであることからすると、本件とは事案を異にするものである。

また、Ｊ徴収官が、平成２２年１２月１５日に原告に対して送付した

滞納税金目録は、公売予告通知書に添付したものではなく、同滞納税

金目録が公売予告通知書に添付されていたことを前提とする原告の

主張は、その前提を欠く。仮に、上記滞納税金目録が公売予告通知書
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に添付されていたとしても、公売予告通知書は、滞納者の財産を公売

するに当たって、徴収職員が滞納者に対し、滞納税金の自発的な納付

を促すものにすぎず、滞納者の具体的納税義務に影響を及ぼすもので

あるとはいえないから、税務官庁の公的見解を表示したものといえな

い。 

加えて、滞納税金目録の性質は、単にＫＳＫシステムから出力され

る一回性の帳票で、その利用態様が滞納税額の確認や文書の添付資料

などに使用されるにすぎず、同目録をもって通知した同徴収職員の行

為が税務官庁の公的見解を表示したものとは到底いえない。 

（ウ） 連帯納付義務は、各相続人等の固有の相続税の納税義務の確定とい

う事実に照応して、法律上当然に生ずるものであり、本件においても、

原告及びＣの納税義務の確定により、滞納者であるＣの納税義務に係

る原告の連帯納付義務も法律上当然に発生しており、本件各充当処分

は、原告の納付すべき国税に充当したものであって適法である。 

連帯納付義務に係る相続税法の改正は、本件各充当処分の時点にお

いて行われておらず、また、その改正の大綱すら定まっていなかった

のであるから、東京国税局長において、本件連帯納付義務が消滅する

であろうことを前提として本件各充当処分を行わないという措置は、

およそ採り得なかったものである。仮に、本件各充当処分の時点にお

いて、その改正がされるであろうとの認識があったとしても、連帯納

付義務者に生じた過誤納金について充当しないという措置を採るこ

とは、租税法律主義に反するものであるから、本件各充当処分が信義

則に反するとは到底解し得ない。 

（エ） 申告納税方式による国税の場合、納税者が各税法の規定に従って

その納付すべき税額を自主的に計算し、これを申告して納付すること

となるのであり、その国税につき納期限を経過して納付するときも同
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様に、納税者が通則法等の規定に従って延滞税額を自主的に計算して

納付すべきであるから、原告が主張する本件過誤納金及び本件免除に

係る各過誤納金が生じたことによる損害とＪ徴収官の職務行為との

間に相当因果関係は存しない。 

（６） 本件過誤納金及び本件免除に係る各過誤納金についての不当利得返還請

求の成否（争点６） 

ア 原告の主張 

本件過誤納金及び本件免除に係る各過誤納金について、法律上の原因が

ないことは明らかである。また、本件各充当処分は、上記５（１）のとお

り、信義則に反し無効であり、原告には本件過誤納金及び本件免除に係る

各過誤納金相当額の損失があり、被告には同額の利得が生じている。 

イ 被告の主張 

本件過誤納金及び本件免除に係る各過誤納金は、通則法の規定に従って

適法に行われた本件各充当処分により、原告の所得税及び本件連帯納付義

務に係る納付責任額に充当されており、被告は、法律上の原因なくして、

本件過誤納金及び本件免除に係る各過誤納金相当額につき利益を受けた

ものではなく、そのために、原告に損失も及ぼしていない。 

第３ 争点に対する判断 

１ 争点１（本件取下げに当たり、Ｉ主査に職務上の法的義務違反があったか）

について 

（１） 括弧内挙示の各証拠又は弁論の全趣旨によれば、次の事実が認められる

（なお、前後の関係を示すため、前記「前提事実」も改めて記載すること

がある。）。 

ア 本件物納申請及び本件特例物納申請に係る物納申請財産の変更 

（ア） 本件物納申請に係る別紙物件目録１記載の土地及び建物のうち、

同目録記載３の土地は平成６年１０月２０日に、同目録記載２の土地
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及び同目録記載４の建物は平成１５年２月２４日に、それぞれ第三者

に売却され（乙１５・別冊資料２６、２１～２３、３８）、同目録記

載１の建物については平成１３年３月２６日、担保不動産競売開始決

定による差押えがされた（乙１５・別冊資料４０）。 

東京国税局長は、平成１６年３月２９日、原告に対し、本件物納申

請に係る別紙物件目録１記載１の建物について、差押え及び抵当権設

定の各登記がされており、管理又は処分するのに不適当であると認め

られたため、物納申請財産を上記建物から他の財産に変更するよう求

める旨の「相続税物納財産変更要求通知書」（乙２０）を送付した。 

上記変更要求通知書には、①当該通知を受けた日から２０日以内に

申請書の提出がないときは、法律の規定により当初の物納申請は取り

下げられたものとしてみなされ、一時に納付しなければならなくなる

こと、②物納に充てることができる適当な財産がないときは原告の申

出により、延納の申請として取り扱うこともできるから、延納を希望

する場合には、当該通知を受けた日から２０日以内に延納申請書を提

出しなければならないことが記載されている。 

（イ） 原告は、平成１６年４月１５日、東京国税局長に対し、本件物納申

請について、別紙物件目録１記載１の不動産を物納申請財産から取り

下げ、別紙物件目録２記載１の土地（以下「本件土地１」という。）

及び同目録記載５の土地（以下「本件土地２」という。）を物納申請

財産に変更する旨の物納申請財産取下げ書兼変更財産申請書を提出

した（乙１５・資料７、乙２１）。 

本件土地１は、本件一次相続により原告及びＢが共有持分で取得し

た後、平成１１年１０月２７日に共有物分割により原告がＢの共有持

分を全部取得したものであり（乙１５・別冊資料８）、本件土地２は、

本件一次相続により原告が取得したものであった（乙１５・別冊資料
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４２）。 

（ウ） 原告は、平成１６年５月３１日、東京国税局長に対し、本件土地１

のうち、６８３．０６㎡の部分を本件特例物納申請財産に変更する旨

の特例物納土地取下げ書兼変更財産申請書（乙１５・資料８）を提出

し、平成１７年１０月２５日、本件土地１について、別紙物件目録２

記載２～４の各土地に分筆した（乙１５・別冊資料８、１３～１５）。 

イ Ｉ主査は、平成１７年７月、東京国税局徴収部納税管理官付主査とな

り、本件特例物納申請及び本件物納申請を担当することになった。 

本件物納申請に係る物納申請財産は、上記アのとおり、売却又は変更さ

れた結果、平成１７年７月当時、本件土地１のうち１８２．０４㎡（平成

１７年１０月２５日分筆後の別紙物件目録２記載２の土地１２７．８７㎡

及び同目録記載４の土地５４．１７㎡（以下、この２つの土地を併せて「本

件物納土地」という。））及び本件土地２となっており、このうち、本件

土地２は、公衆用道路として供されていた（乙７２、７３）。 

Ｉ主査は、本件物納申請に係る物納申請財産（本件物納土地及び本件土

地２）がいずれもＡからＢが相続した財産ではなく、「納税義務者の課税

価格計算の基礎となった財産」（相続税法４１条２項）に当たらず、物納

財産として認められないと判断し、他に物納財産になり得る財産がないか

どうかを調査したが、見つからなかった。 

また、本件特例物納申請についても、対象とされていた財産の一部が管

理処分不適格財産（相続税法４２条２項ただし書、同法施行令１８条）に

当たると認められたり、必要な書類の添付がないものが多数確認されたり

と、不備があることを確認した。 

（乙７０、証人Ｉ、原告本人） 

ウ Ｉ主査は、平成１７年７月から平成１９年９月までの間、原告と、月２

回程度、東京国税局徴収部の納税管理官室の面接ブースにおいて、概ね３
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０分から１時間程度の面接をし、その他にも、現地調査等を行い、本件特

例物納申請についての不備や問題点等を指摘し、不備を補正する方法を説

明した。 

また、Ｉ主査は、平成１９年７月までの間に、原告に対し、本件物納申

請について、Ｂが相続した財産でなければ物納財産と認められないこと、

当時物納財産として申請されている財産は、原告が相続した財産であって

不適格であること、調査の結果、Ｂの相続財産のうち物納することのでき

る財産が見当たらないことを説明した。 

（乙７、１５、証人Ｉ） 

エ Ｉ主査及び国税局徴収部所属の主査Ｋ（以下「Ｋ主査」という。）は、

平成１９年７月頃、原告に対し、本件特例物納申請に係る物納財産が物納

申請税額に比べ足りない状況になっているため、本件土地２を本件特例物

納申請に係る特例物納財産に充てることを勧めたところ、原告は、本件土

地２について、本件特例物納申請の物納財産として申請したい旨回答した

ため、これを受けて、Ｉ主査らは、同土地の現地調査等に赴くなど本件特

例物納申請に係る物納手続に必要な作業を始めた。（乙１５、証人Ｉ） 

オ Ｉ主査及びＫ主査は、平成１９年９月１８日、原告に対し、特例物納

財産の変更を要求する旨の同日付け「特例物納土地変更要求通知書」（乙

２３）を交付した。これを受けて、原告は、同日、東京国税局長に対し、

本件特例物納申請について、本件土地２を特例物納財産に変更する旨の

「特例物納土地変更申請書」（乙２４）を提出した。Ｉ主査は、本件物納

申請に係る物納財産が存在しないという状況になったため、原告に対し、

本件物納申請について物納許可はできないので、取下げをしてはどうか、

取下げをしなければ却下となる旨説明した。原告は、本件物納申請を取り

下げる旨の「相続税物納申請（一部）取下書」（甲３）に住所、名前、電

話番号及び取下げの事由を記載し、押印してこれを提出した（本件取下げ）。
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（証人Ｉ） 

（２） 原告は、Ｉ主査は、本件取下げの際、原告に対し、①物納申請を取り下

げた場合に法定納期限に遡って延滞税が発生するという不利益、②物納申

請から延納申請への変更をすることができることやその手続について説明

すべき職務上の法的義務を負っていたにもかかわらず、これを怠ったと主

張する。 

しかし、相続税の納付手続等について定める相続税法及びその他の税法

を見ても、国税局長等及び国税局長等が所管する相続税物納事務を担当す

る職員に対し、原告の主張する上記各事項の説明を義務付ける規定は見当

たらない。加えて、納税者は、申告書の提出期限までに、当該申告書に記

載した相続税額に相当する相続税を国に納付しなければならない（同法３

３条）とされ、いかなる納税方法を選択するかは、納税者の責任と判断に

委ねられていることからすると、国税局長等やその職員において、納税者

に対し、ある納税方法を選択した場合の不利益やどのような納税方法を選

択し得るかについて、具体的に教示すべき義務は、原則としてないものと

解される。 

そして、上記①についてみると、本件取下げの時点において、後記のと

おり、本件物納申請は、延納申請への変更が認められない状況にあり、取

り下げなければ却下となるものであったところ、延滞税は、却下される場

合であっても取下げの場合と同様に発生するため、本件物納申請を取り下

げるか否かの判断に当たって、延滞税の発生の有無が重要な考慮要素とな

るものではないこと、延滞税は、物納申請が取り下げられ、これが遡って

なかったものとされる結果、法律上の規定に従って当然に発生するもので

あって、これについての説明の有無によって、原告の納税義務の内容に変

更を生じさせるものでもないことからすれば、Ｉ主査において、原告に対

し、本件物納申請の取下げを勧めた際に、取下げにより延滞税が遡って発
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生することを説明すべき必要性もなく、職務上の法的義務があったとは認

められない。 

また、上記②については、物納申請から延納申請への変更は、相続税法

において定められている制度ではなく、実務上の取扱いとして認められて

いたにすぎないから、同制度について教示を受けなければ、納税者が同制

度を利用することができないことに照らせば、物納申請後の経緯や当該申

請者の資産状況等に照らし、特段の事情がある場合には、これについて説

明する義務が生じ得るものと解される。しかし、以下のとおり、本件では、

原告が延納申請に変更する旨を求めたとしても、本件取下げ時点における

原告の資産状況等からすれば、延納申請が許可される見込みはなく、Ｉ主

査が延納申請への変更について説明すべき義務があったとは認められない。 

ア 原告が、本件取下げに代えて延納申請をし、同申請が許可された場合、

物納申請税額について当初から延納申請があったものとして取り扱われ

（乙４４）、当該申請税額のうち既に分納税額の納期限が経過しているも

のについては、当該許可の日から１か月以内の日をその分納税額の納期限

とされる（相続税法基本通達３９条関係４）。そのため、原告は、平成６

年から延納申請が許可された日までの本件相続税の本税に係る分納税額

及びそれに対応する利子税の合計額を許可された日から遅くとも１か月

以内に納付しなければならないこととなる。 

イ 他方、原告には、本件取下げ当時、本件相続税を除いても、少なくと

も約２億７０００万円（未確定延滞税を除く。）の滞納国税があり（甲４）、

原告は、既に各納期限を経過した延納に係る相続税を金銭で完納すること

ができる状況になかった。また、原告の所有する不動産については、相続

税に係る延納の担保として供されているか、又は、特例物納に充てるため

の物納財産として申請されていたのであって（乙１５・別表１）、当時、

これらを本件相続税の延納の担保に供することもできない状況にあった。 
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ウ これに対し、原告は、本件取下げ当時、本件農地１～７を所有してお

り、これらを売却又は担保として提供することで、延納により本件相続税

を納付できる資力があったと主張する。しかし、これらのうち、本件農地

４については平成９年６月７日に、本件農地５については平成５年３月２

３日に、それぞれ第三者に売却されており（乙５９の２・３）、本件農地

１～３及び６（なお、本件農地７は、平成２２年９月２７日に本件農地２

から分筆された土地である（甲２２、乙５９の１）から、以下では、本件

農地２のみを表記する。以下、本件農地１～３及び６を併せて「本件納税

猶予土地」という。）については、租税特別措置法７０条の６第１項によ

る納税猶予分の相続税及び利子税を被担保債権とする抵当権が設定され

（甲２１、２３、乙５９の１～５９の４、６１）、その被担保債権額は、

本件取下げ当時、納税猶予分の相続税５億４０９５万９９００円及びこれ

に対する利子税５億０３３５万１７００円の合計１０億４４３１万１６

００円となっていた（乙６６）。他方、本件納税猶予土地の評価額は、被

告の主張する６億０１８６万６６４９円であっても、原告の主張する７億

５５１０万円であっても、上記被担保債権額を大きく下回っていた。この

ため、本件納税猶予土地を売却したとしても、同売買代金により、延納申

請が許可された場合に支払わなければならない上記アの分納税及び利子

税の合計を支払うことができる見込みはなく、本件納税猶予土地を本件相

続税の延納の担保として提供する旨申告したとしても、これが延納の担保

として認められる見込みもなかった。 

（３） 以上によれば、Ｉ主査の説明義務違反による国賠法１条１項に基づく損

害賠償請求は、争点２について判断するまでもなく理由がない。 

２ 争点３（本件取下げが錯誤により無効であることを理由とする不当利得返還

請求の成否）について 

（１） 原告は、本件取下げ当時、Ｂがどの不動産を物納申請したかを知らされ
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ておらず、本件物納申請に充てることができる物件が実際には存在してい

たにもかかわらず、存在しないものと誤信して、本件取下げを行ったこと

から、本件取下げには明白かつ重大な錯誤があると主張し、原告本人はこ

れに沿う供述をする。 

しかし、原告は、平成１６年３月２９日、東京国税局長から、本件物納

申請に係る物納申請財産であった別紙物件目録１記載１の建物について、

差押及び抵当権設定の各登記がされており、物納財産として不適格である

ため、本件物納申請に係る物納申請財産を上記建物から他の財産に変更す

るよう求める旨の「相続税物納財産変更要求通知書」を受領し、同年４月

１５日、東京国税局長に対し、本件物納申請について、上記建物を物納申

請財産から取り下げ、本件土地１及び２を物納申請財産に変更する旨の物

納申請財産取下げ書兼変更財産申請書（乙２０）を提出し、同年５月３１

日、本件土地１のうち、６８３．０６㎡の部分を本件特例物納申請財産に

変更する旨の特例物納土地取下げ書兼変更財産申請書（乙２２）を提出し

た。このように、原告は、自ら本件物納申請に係る物納申請財産を変更す

る旨申請していたのであって、原告が本件取下げ当時、本件物納申請に係

る物納申請財産を把握していなかったとは考え難い。加えて、上記のとお

り、Ｉ主査が、本件物納申請及び本件特例物納申請に関して、平成１７年

７月から本件取下げまでの間に、原告と月２回程度、１回当たり３０分か

ら１時間かけて面接し、それぞれの物納申請に係る物納申請財産について

説明していたものと認められることに照らすと、本件物納申請についてど

の不動産が物納申請財産とされていたかを知らなかった旨の原告の供述は

採用することができない。 

原告は、上記変更要求通知書を受け取ったことはなく、平成１６年４月

１５日受付の上記変更申請書（乙２０）を作成したこともないとも主張す

るが、同主張を裏付ける的確な証拠はなく、かえって、同申請書の署名の
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筆跡は、原告の筆跡と酷似していることからすると、上記認定に反する原

告の主張は採用することができない。そして、本件土地１は、Ｂと原告が

共同相続した後、共有物分割により原告が単独取得したものであり、本件

土地２は、本件一次相続により原告がＡから単独相続したものであって、

いずれも「課税価格計算の基礎となった財産（当該財産により取得した財

産を含む。）」（相続税法４１条２項）に該当するものではなく、本件物

納申請に係る物納申請財産の中に、物納財産として適当なものはなかった。

したがって、原告が本件取下げ当時、本件物納申請が認められる余地がな

かったと認識していたことについて、何ら錯誤があったとは認められない。 

（２） また、原告は、本件取下げ時に本件物納申請を取り下げる義務はなかっ

たにもかかわらず、Ｉ主査から強く指示され、取り下げなければならない

と誤信して取下げを行ったことが錯誤に当たると主張し、原告本人もＩ主

査から強い指導、勧告を受けた旨供述するが、これを裏付ける的確な証拠

はなく、Ｉ主査の供述（「取下げをしてはいかがですかというふうな説明

をしました。また取下げがなければ却下になりますよという説明もしまし

た。」、これに対して原告は「もう物納できないのであればしょうがない

というふうなことをおっしゃいまし」たというもの）やＩ主査には取下げ

を強く勧告する動機もうかがえないことに照らし、強い指導、勧告を受け

た旨の原告本人の供述を直ちに採用することはできない。このほかに、Ｉ

主査が原告に対し、本件物納申請を取り下げるよう強い指導、勧告を行っ

たことを認めるに足りる証拠はない。 

（３） 以上によれば、その余の点について判断するまでもなく、原告の錯誤を

理由とする不当利得返還請求は理由がない。 

３ 争点４（本件納付に当たり、本件相続税に係る延滞税額を通知したＪ徴収官

に職務上の法的義務違反があるか）について 

（１） 申告納税方式による国税の場合、納税者は各税法の規定に従ってその納
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付すべき税額を自主的に計算し、これを申告して納付することとなるので

あり（通則法１７条、３５条１項）、法令上、国税徴収官が納税者に対し、

納税額を通知する義務を定めた規定はない。これは、その国税につき法定

納期限を経過して納付するときも同様であり、納税者は通則法等の規定に

従って、延滞税額を計算して、これを納付すべきとされ（同法６０条１項

１号等）、修正申告に係る納付すべき税額がある場合にも、その税額の納

付とともに、その税額に掛かる延滞税額を計算して納付しなければならな

いとされている（同法１９条、３５条２項１号、６０条１項２号等）。こ

のように、法令上、納税者が延滞税を自主的に計算して納付する方式がと

られていることに鑑みれば、国税徴収官が納税者に対し、納付すべき延滞

税額を通知する法的義務があるとは認められない。 

もっとも、延滞税の計算は、法定納期限や除算期間を考慮しなければなら

ず、法定納期限の翌日から一定の期間を経過する日までは、延滞税率が軽

減されるなど、その計算は複雑であり、納税者において、正確に計算する

ことは困難である。そこで、国税庁においては、納税者から納付すべき税

額の照会があった場合などに、国税徴収官が納税者に対して滞納税金目録

を交付又は送付し、納付する義務のある税額を通知しており、納税者に対

し、延滞税が生じる場合には、税務署に問い合わせるよう案内している（乙

４４・６頁参照）。これは、行政サービスの一環として行われるものであ

って、通知を受けた納税者は、滞納税金目録に記載された税額を納付する

ことを義務付けられるものではないが、延滞税額を照会した納税者は、国

税徴収官の示した滞納税金目録を信頼して、これに記載された税額を納付

しようと考えるのが自然であり、国税徴収官においても、納税者が上記目

録記載の税額を納付することが明らかな場合には、誤った計算により算出

された税額を通知することによって、納税者が過大な税額を納め、又は納

付した税額が不足することによって、損害が生ずることは予見し得るもの
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と解される。そうすると、納税者から延滞税について照会を受けた国税徴

収官においては、納税者に対して通知する際には、正しい算出方法で計算

をして、税額を通知すべき義務があると解するのが相当である。 

これを本件についてみると、原告は、平成２２年１１月１８日にＪ徴収官

から、差押不動産について近日中に公売する見込みである旨記載された公

売予告通知書（甲９）を交付され、同年１２月１０日、Ｊ徴収官に対し、

金融機関からの融資実行と不動産売却の契約締結状況によって、滞納国税

の納税が同月２０日になる旨、さらに、同月１５日、原告の代理人が電話

で、金融機関の融資実行が同月２４日に延期された旨それぞれ申出をし、

これを受けて、Ｊ徴収官が、同月１５日、同月２４日現在における延滞税

を計算した滞納税金目録（甲１６）を原告に対して送付し、原告は、同月

２４日、同滞納税金目録に記載された滞納国税合計８億０５９４万８２６

２円を納付した（本件納付）のであって、上記経緯からすると、原告は、

Ｊ徴収官から、正確な滞納国税額が通知されることを期待して、その照会

をし、交付された上記滞納税金目録の記載を信じて、そのとおりに納付し

たものといえ、Ｊ徴収官においても、原告が滞納税金目録の記載を信頼し

て、その記載とおりに納付することを承知しており、同目録の計算が誤っ

ていれば、原告に過誤納付が生じることは当然に予見し得たものと認めら

れる。したがって、Ｊ徴収官としては、原告に対して交付する滞納税金目

録について、正しい算出方法で計算をすべき法的義務があったものと解す

るのが相当である。 

しかし、Ｊ徴収官は、ＫＳＫシステムにおいて、法定納期限の日付を、平

成２年５月７日とすべきところを平成２年２月６日と登記し、除算期間の

登記が漏れた状態で計算した結果、本件納付時における延滞税額を２７０

８万４２００円多く通知したのであって、上記職務上の法的義務に違反し

たものと認められる。 
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（２） なお、原告は、Ｊ徴収官が延滞税についてあらかじめ免除する計算をせ

ずに延滞税額を通知したことは、職務上の法的義務に違反すると主張する。 

しかし、延滞税の免除は、その計算の基礎となる国税の全部が完納されて

具体的な延滞税額が確定した後でなければその手続を行うことができず、

あらかじめ延滞税を免除することができるのは、その完納が徴収法等の規

定によって確実であると見込まれるときに限られることから、通則法６３

条５項の規定に該当する差押え等があったとしても、単に納税者が当該差

押え等に係る国税の本税部分を完納させたという事情だけでは、あらかじ

め延滞税の免除を行うことはできない。加えて、通則法６３条５項に基づ

く延滞税免除を行うか否かは、税務署長等が差押等に係る財産の価額につ

いて判定するなど調査した上で、同項の免除事由に該当するかどうかを判

断するものである。このように、税務署長等の裁量判断による延滞税の免

除を、納税者に対し納税額の目安として交付される滞納税金目録において、

考慮すべき義務はなく、原告の上記主張は採用することができない。 

（３） 以上によれば、Ｊ徴収官がＫＳＫシステムへの入力を誤り、延滞税額を

誤って通知したことについては、過失が認められるが、あらかじめ延滞税

を免除した計算をしなかったことについては、過失は認められない。 

４ 争点５（本件納付による原告の損害及びＪ徴収官の行為との相当因果関係の

有無）について 

（１） 原告は、本件過誤納金及び本件免除に係る各過誤納金について、原告の

本件連帯納付義務と対当額で充当する旨の処分（本件各充当処分）は、無

効であるから、原告には、本件過誤納金及び本件免除に係る各過誤納金相

当額の損害が生じていると主張する。 

しかし、通則法５７条による充当は、納税者に還付すべき還付金又は国

税に係る過誤納金（還付金等）を、還付に代えて、同一納税者の納付すべ

き国税に充当する行為であって、その機能の面では、相殺に類似するとも
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いえるが、国税局長等が行う一方的な行為であって、国税局長等は、同一

の納税者につき還付金等と納付すべき国税が充当適状にあるときは、これ

らを対当額において充当することが義務付けられており、国税局長等に裁

量は認められていない。そして、不法行為による損害賠償債権を受働債権

として相殺するものではなく、飽くまでも還付金等に関する行為であるか

ら、民法５０９条が準用又は類推適用されるものとは解されない。 

なお、原告は、平成２４年法律第１６号、改正法附則５７条２項により、

相続税の連帯納付義務（相続税法３４条１項）に係る納税義務が消滅する

ことになったことから、本件各充当処分が信義則に反する旨主張する。し

かし、改正法は、平成２３年１２月１０日付けで示された平成２４年度税

制改正大綱（乙５４）を踏まえ、平成２４年３月３０日に法案が成立し、

同月３１日に公布され、同年４月１日に施行されたのであって、本件各充

当処分が行われた平成２３年３月２８日当時、未だ法案も成立していない

改正法の施行を見込んで、連帯納付義務との充当処分を避けるべき信義則

上の義務があったとはいえないから、本件各充当処分が信義則に反すると

は認められない。 

そして、このほかにも本件各充当処分が無効であると認めるに足りる証

拠はないから、本件各充当処分により、原告の連帯納付義務が本件過誤納

金及び本件免除に係る各過誤納金と対当額で消滅したことが認められるか

ら、原告に損害が発生したとは認められない。 

（２） したがって、上記３のとおり、Ｊ徴収官がＫＳＫシステムへの入力を誤

り、延滞税額を誤って通知したことについては、過失が認められるものの、

それによって損害が発生したものとは認められない。 

５ 争点６（本件過誤納金及び本件免除に係る各過誤納金についての不当利得返

還請求の成否）について 

上記３及び４のとおり、本件過誤納金及び本件免除に係る各過誤納金につい
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ては、通則法の規定に従って、本件各充当処分が適法に行われたものであって、

被告が法律上の原因なく利益を受けたとは認められない。 

第４ 結論 

以上によれば、原告の請求は理由がなく、これを棄却すべきであるから、主

文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第５部 

裁判長裁判官   平田 豊 

裁判官藤原和子は転補につき、裁判官中川真梨子は転官につき、いずれも署名押

印することができない。 

裁判長裁判官   平田 豊 
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（別紙） 

物 件 目 録 １ 

 

１ 所  在 本庄市●●、●●、●● 

家屋番号 ●● 

種  類 店舗事務所 

構  造 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付８階建 

床 面 積 １階   ４１５．０６㎡ 

２階   ３２１．５６㎡ 

３階   ３１６．７６㎡ 

４階   ３１６．７６㎡ 

５階   ３１６．７６㎡ 

６階   ３１６．７６㎡ 

７階   ３２１．５６㎡ 

８階    ３３．５６㎡ 

地下１階 ３４９．４０㎡ 

２ 所  在 土浦市 

地  番 ●● 

地  目 宅地 

地  積 ３３２．３４㎡ 

３ 所  在 武蔵野市 

地  番 ●● 

地  目 宅地 

地  積 ４３６．２１㎡（本件物納当時は４９４．０９㎡） 

４ 所  在 武蔵野市 

家屋番号 ●● 
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種  類 共同住宅 

構  造 コンクリートブロック・木造スレート葺２階建 

床 面 積 １階 １３９．１２㎡ 

２階 １３９．１２㎡ 

以上 
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（別紙） 

物 件 目 録 ２ 

 

１ （平成１７年１０月２５日分筆前の土地の表示） 

所  在 武蔵野市 

地  番 ●● 

地  目 宅地 

地  積 ８６５．６０㎡ 

（平成１７年１０月２５日分筆後の土地の表示） 

所  在 武蔵野市 

地  番 ●● 

地  目 宅地 

地  積 ３８３．６９㎡ 

２ 所  在 武蔵野市 

地  番 ●● 

地  目 宅地 

地  積 １２７．８７㎡ 

３ 所  在 武蔵野市 

地  番 ●● 

地  目 宅地 

地  積 ５４．１７㎡ 

４ 所  在 武蔵野市 

地  番 ●● 

地  目 宅地 

地  積 ２９９．３７㎡ 

５ 所  在 武蔵野市 
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  地  番 ●● 

地  目 宅地 

地  積 ２３８．３８㎡ 

以上 
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別紙 

農 地 目 録 

 

１（平成２３年３月１４日分筆前の土地の表示） 

所  在 武蔵野市 

地  番 ●● 

地  目 畑 

地  積 ３１８平方メートル 

 

２（平成５年２月１０日分筆前の土地の表示） 

所  在 武蔵野市 

地  番 ●● 

地  目 畑 

地  積 ３４２平方メートル 

 

（平成５年２月１０日分筆後の土地の表示） 

所  在 武蔵野市 

地  番 ●● 

地  目 畑 

地  積 ２７４平方メートル 

 

（平成１３年３月２８日分筆後の土地の表示） 

所  在 武蔵野市 

地  番 ●● 

地  目 畑 

地  積 ２７０平方メートル 
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（平成２２年９月２７日分筆後の土地の表示） 

所  在 武蔵野市 

地  番 ●● 

地  目 畑 

地  積 １３８平方メートル 

 

３（平成２３年５月１９日分筆前の土地の表示） 

所  在 武蔵野市 

地  番 ●● 

地  目 畑 

地  積 １０３９平方メートル 

 

４（平成９年２月２７日地目変更前の土地の表示） 

所  在 武蔵野市 

地  番 ●● 

地  目 畑 

地  積 ５１８平方メートル 

 

５ 所  在 武蔵野市 

地  番 ●● 

地  目 畑 

地  積 ６８平方メートル 

 

６ 所  在 武蔵野市 

地  番 ●● 
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地  目 畑 

地  積 ３．７７平方メートル 

地積は、平成２２年９月２７日錯誤による変更後に係るものである。 

 

７（平成２３年４月８日及び同年１２月１日地目変更前の土地の表示） 

所  在 武蔵野市 

地  番 ●● 

地  目 畑 

地  積 １３１平方メートル 

 

（平成２３年１２月１日地目変更後の土地の表示） 

所  在 武蔵野市 

地  番 ●● 

地  目 宅地 

地  積 １３１．５０平方メートル 

以上 


